





























その調査結果によれば、2014 年 5月 1 日現在、公立の小学校、中学校、高等学校、中等教
育学校、特別支援学校に在籍する日本語指導が必要な外国人児童生徒数は 29,198人であり、
2012 年 5月 1 日現在と比較して 2,185人（8.5％）増加している。使用言語を見ると、ポルト
ガル語 8,340 人（28.6％）、中国語 6,410 人（22.0％）、フィリピノ語（タガログ語）5,153 人
（17.6％）、スペイン語 3,576人（12.2％）が上位を占め、これらの 4言語で全体の 80.4％に達し
ている。
在籍学校数は 6,137 校（5,764 校）であり、そのうち 1人在籍学校が 2,681 校（2,562 校）、5





語指導が必要な「日本国籍」の児童生徒数は 2014 年 5月 1 日現在で 7,897人であり、2012 年
5月 1 日現在と比較して 1,726人（28.0％）増加している。このなかには、海外からの帰国児
童生徒も含まれているが、その数は 1,535人（1,509人）であり、全体の 19.4％（24.5％）に留




5％）、日本語 1,762人（22.3％）、中国語 1,501人（19.0％）、英語 706人（8.9％）であり、これ
らの 4言語で全体の 78.7％を占める状況にあり、外国籍の児童生徒とは異なり、フィリピンと
つながりを有する児童生徒が多くなっている。
在籍学校数は 3,022 校（2,525 校）であり、そのうち 1人在籍学校が 1,600 校（1,411 校）、5
人未満在籍学校が 2,622 校（2,228 校）であり、両者で全体の 86.8（88.2％）を占めている（括
弧内は前回調査）。
さらに「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」から数値を挙げれば、日
本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍市町村数は 820 市町村であり、全 1,741 市町村に占め
る割合は 47.1％（前回調査は 44.2％）に達している。また、日本語指導が必要な日本国籍児童
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降は台湾が除外された数値となっている。2012 年以降の台湾の数値を列挙すれば、2012 年 22,
775人、2013 年 33,324人、2014 年 40,197人である。したがって、中国と台湾を合わせれば、
10 年間で 20 万人弱も増加しているのであり、グローバル・シニサイゼーション（Global
Sinicization）の動きが日本でも生じていると言うことができる（佐久間 2011：4-5）。


























































































































国連総会で採択、1976 年に発効、日本は 1979 年に批准)4)、また「児童の権利に関する条約」
（1989 年に国連総会で採択、1990 年に発効、日本は 1994 年に批准)5)といった国際的な条約や
規約を、外国籍の子どもに関する就学機会の保障の根拠として、彼ら／彼女らの保護者に対し
て就学案内が発給されている。













もに、外国人児童生徒用のテキストとして 92 年に『にほんごをまなぼう』、93 年に『日本語
を学ぼう 2』、95 年に『日本語を学ぼう 3』を刊行している。また、初期日本語教育を受けた
子どもたちを対象として、日本語学習（生活言語）と教科学習（学習言語）を統合する「JSL
（Japanese as a second language）カリキュラム」の開発が 2000 年以降に始まり、文部科学省
は 2004 年に「学校教育における JSLカリキュラムの開発について（最終報告）」（小学校編）
を、2007 年に「学校教育における JSLカリキュラム」（中学校編）」を出している。
さらに、2014 年には「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成 26 年文部科学省令
第 2号）」と「学校教育法施行規則第 56条の 2等の規定による特別の教育課程について定める
件（平成 26 年文部科学省告示第 1号）」が公布され、同年 4月 1 日から施行されることとな
り、「特別の教育課程」として日本語指導を編成し、実施することができるようになった。前
記した「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 26 年度）」によれば、
































バイリンガル研究で知られるジム・カミンズ Jim Cummins は、相互依存仮説
interdependence hypothesis、敷 居 仮 説 threshold hypothesis、BICS / CALP（basic
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